
知的財産保護包括協力推進事業
令和4年度概算要求額 0.8億円（0.8億円）

特許庁 国際政策課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託

事業イメージ

成果目標

平成25年度から令和5年度までの事業であり、知的財産権制度
に関する共同研究を通じて、諸外国の制度・運用の適正化を図る
ため、中国政府関係機関等へ行う改善提案数を10以上とすること
を目指します。

研究テーマ例
・国家戦略の中の知財戦略に関する比較研究
・知財のあり方に関する基礎理論の研究
・知財の人材育成問題に関する比較研究

知財制度等に関する共同研究結果の公表等

国際的な知財制度の調和

事業目的・概要

本事業では、知財関連研究者による共同研究等を通じて大学・
知財関連研究機関との関係を構築し、当該国・地域において日
本の知的財産権制度への理解を深め、当該国・地域の知的財
産権制度の調和を促すことや審査・係争・エンフォースメント等の
適正化を実現することを目指します。

大学・知財関連研究機関 大学・知財関連研究機関
（立法機関や司法機関を含む）

交流

共同
研究
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